
平和安全法制について 

Ｑ 戦争法案と言われているが ？ 

Ａ  戦争に参加したり、他国の武力行使と一体化するような

法案であれば、公明党は絶対に賛成しません。 

 

 「平和安全法制」の目的は、現実の脅威に対して、平和外

交による解決を基本とした上で、日米同盟による隙間のない

対応を行うことによって、戦争を未然に防ぐ力、抑止力を高め

ることで、平和と安全を保つことにあります。 
 

 昨年7 月1 日の閣議決定の前文には、『専守防衛に徹し、他

国に脅威を与える軍事大国とはならず、非核三原則を守ると

の基本方針を堅持しつつ・・・』とあり、専守防衛、自国防衛の

ための法整備であることは、明白です。 

Ｑ 集団的自衛権の行使を認めたのか ？ 

Ａ  他国を守ることそれ自体を目的とした集団的自衛権の

行使は、今後も認められません。 

 今回の法案で認められるのは、自衛のための極めて限定さ

れた範囲のものです。 

  自衛権の発動に当たっては、あくまで「専守防衛」「自国防

衛」に限って許されるという厳しい条件が付いています。 

  

 民主党政権の野田内閣で防衛大臣を務めた森本敏氏は、

『公明党が与党協議を通じて、憲法解釈の範囲に収まる「日

本の自衛のための武力行使に限る」という制約を強く主張し、

実現させる役割を果たした。』と述べています。 
 

Ｑ 多くの憲法学者が違憲と言っているが ？ 

Ａ  今回の法案は、自国防衛を目的としたもので、違憲とは

いえません。 

 

 朝日新聞が実施した憲法学者へのアンケートの結果、「自

衛隊の存在は憲法違反か」という問いに、回答者の6 割超が

「違憲もしくは違憲の可能性がある」と答えています。 
 

 つまり、憲法学者の多くが、個別的・集団的に関わらず自衛

隊の武力行使、また自衛隊の存在そのものを、違憲としてい

ることを考慮しなければなりません。 
 

 ＜参考＞ 横畠内閣法制局長官の国会答弁 

  

  憲法にはそもそも自衛権という言葉はない。 
 

  新3要件の下で認められる武力の行使は、他国防衛の権利として

観念される国際法上の集団的自衛権一般の行使を認めるものではな

く、また、他国にまで行って戦うなどという、いわゆる海外での武力の

行使を認めることになるといったものではない。 
 

 新3要件の下で極めて限定された範囲において、他国に対する武力

攻撃の発生を契機とする、わが国自衛の措置としての武力の行使を

認めているが、これを国際法上の概念で整理すれば、限定されたも

のであるとは言え、集団的自衛権の行使と言わざるを得ないというこ

とだ。 

Ｑ デモなどで多くの国民が反対している ？ 

Ａ 主催者の発表でおよそ１２万人、警視庁の調べで３万人

余りの反対集会がありましたが、主催者である「戦争させな

い・9条壊すな！総がかり行動実行委員会」とは、どんな団体

でしょうか？ 
 

 ＦＮＮが、デモ参加者の「支持政党」を調査した結果、共産・

社民・民主・生活という法案に反対する野党4党で、８５％を

占めました。 

 （全国世論調査の支持率では、この4党合計で17.1％でし

た。） 
 

 デモを主催し、ネットを通じて参加を呼び掛ける「戦争させな

い・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」は、日本共産党

が関係する団体です。 
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 ＜参考＞ ６０年安保も労組が動員 ？ 
 

 今回のデモに一般国民が主体的に参加していることを強

調しようとして、本音がポロリ。 
 

共産党・志位委員長のコメント（朝日新聞） 

 

「いま起こっている動きは、６０年安保の時に労組が動員し

たのとは違って、国民一人一人が主権者として・・・・」 
 

　朝日新聞は６月下旬、憲法学者ら２０９人にアンケートをし、１２２人から回答を得た。
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Ｑ 強行採決ではないか ？ 

Ａ 採決の前提とされる公聴会を、野党も同意して開催してお

ります。 

（公聴会の開催は、委員会で日程について議決した後、議長

の承認を得ます。）  
 

 野党は審議を尽くせといいながら、審議拒否や委員会退席

などで、いたずらに審議時間を浪費しております。 
 

 民主党は維新との共同提出を目指した対案も、党内意見が

集約されず、維新が単独で提出しました。 
 

 その維新もお家騒動で、民主党と足並みをそろえました。 
 

 次世代の党など野党３党とは、修正協議の上、付帯決議に

国会の関与強化を盛り込むことで合意しました。 
 

 国民の理解が進まない責任は、与野党ともにありますが、

今後も国民が理解するよう努めることが大事です。 
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Ｑ 野党が反対しているが ？ 

Ａ デモなどを主導し、法案に反対する日本共産党は、日米

同盟を否定する立場です。 

 実際に、日米安保条約を廃棄し、アメリカ軍とその軍事基地

を撤退させると、党綱領に記載しております。 

 平和安全法制への反対ではなく、日米同盟そのものに反対

ということです。 

  

 同じく反対の立場の民主党は、党綱領で、「外交の基軸で

ある日米同盟を深化させ、専守防衛原則のもと自衛力を着

実に整備して国民の生命・財産、領土・領海を守る。」とあり、

政府与党と基本的な立場は一致します。 

 しかし、集団的自衛権を認める人から、元々自衛隊を違憲

とする人まで様々あり、一致して対応できないのが実情です。 

 現内閣での憲法解釈変更には反対と言う、分かりにくい立

場を表明しています。 

  

 維新の党は、修正案を出して、一旦修正協議にも意欲を示

しましたが、橋本顧問などと決別して対応が変化しました。 
  
 

Ｑ  今、なぜ法整備が必要なのか ？ 

Ａ   安全保障環境が厳しさを増しています。  

 北朝鮮のミサイル技術は進歩著しく、すでに日本の上空を飛

び越え遠くまで飛ばすことができます。 

 現在、核弾頭を含む数百発の弾道ミサイルが配備されており

ます。 

  ミサイル発射ボタンを押してから１０分から３０分以内に日本

都市を攻撃できるような弾道ミサイル、邦人が犠牲になった国

際テロなど、どの国も一国のみで平和を守ることが困難な状況

です。  
 

 東シナ海、南シナ海情勢も緊迫しております。  
 

 いつ何が起こるか分かりません。あらゆる事態を想定し、切れ

目のない備えが必要です。 
 

 抑止力を強化して戦争を起こさせない、そのための法整備で

す。  
 

 ＜参考＞ 安倍首相の国会答弁 
 

 まずもって、外交を通じて平和を確保することが重要である

ことは言をまたないと思う。 

 その上で万一の備えも必要だ。平和安全法制は紛争を未然

に防ぐためのものだ。 
  
 


